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１．指定管理者募集要項の趣旨 

天理市（以下「市」という。）では、地方自治法第244条の２第３項に基づき、天理市トレイル

センター（以下「センター」という。）について、指定管理者による管理運営を行っています。 

このたび、令和９年３月31日をもって現在の指定管理者の指定期間が満了となることから、引

き続いて指定管理者による管理運営を行うため、令和９年４月１日からの指定管理者を広く公募

し、管理運営について創意工夫のある提案を募集します。 

応募に当たっては、指定管理者制度の趣旨や施設の設置目的等を踏まえ、本要項に定めるもの

のほか、関係法令、条例、規則等（以下「法令等」という。）をご確認のうえ、ご応募ください。

なお、本要項は募集に関する基本的な事項を記載しており、詳細な業務内容等については、別紙

「天理市トレイルセンター指定管理業務仕様書」（以下「仕様書」という。）を参照してください。 

 

２．施設の設置目的 

 センターは、東海自然歩道を訪れるハイカー等の利便に供するため、情報提供機能及び休憩機

能を備えた利用拠点施設として、平成12年４月にオープンしました。さらに、平成29年４月に行

った施設改修において、施設本来の「情報提供機能及び休憩機能」を高めるために、それまで弱

かった「食」を含めた地場産品の魅力の発信や天理駅前と連携した観光促進の視点を取り入れた

機能が強化され、市の周遊観光拠点として多くの方に利用されている施設です。 

 令和４年３月に山の辺の道近郊に開村した奈良県の歴史、芸術、食と農の拠点である「なら歴

史芸術文化村」との連携を図ること等により、市が奈良県内をつなぐ賑わい循環の拠点としての

役割及び機能を一段と向上させ、引き続き利用者の満足度を高めると同時に新たな賑わいを創出

していくことを目指しています。 

  

３．施設の概要 

名称 天理市トレイルセンター 

所在地 天理市柳本町577番地１ 

施設規模 
敷地面積：2,962.97㎡ 

建物面積：431.20㎡、延床面積：317.52㎡ 

施設構造 
鉄骨造（一部鉄筋コンクリート造） 

平屋建て 

施設内容 
休憩スペース、物販スペース、観光案内スペース、展示スペース 

提案スペース、トイレ、シャワー、倉庫 

開館時間 午前８時30分から午後５時まで 

休館日 

無休 

※ただし、開館時間、休館日ともに指定管理者が必要と認めるとき

は、市長の承認を得て開館時間、休館日の変更及び臨時に休館ができ

ることとします。 
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４．指定管理者の業務 

（１）業務の範囲 

センターの施設の管理運営に関する業務 

なお、業務の内容の詳細については、仕様書に定めるとおりとします。 

（２）業務の留意事項 

  行政財産の目的外使用許可、不服申し立てに対する決定等地方自治法に規定する市長のみ

の権限に属する事務は、指定管理者が行う業務から除かれます。 

  また、センターの管理運営業務の全部又は業務の主たる部分を第三者に委託し請け負わせ

ることはできません。業務の一部委託については、事前に市の承認を受けた場合に限り、第

三者に委託することができます。 

 

５．指定の予定期間 

令和９年４月１日から令和14年３月31日まで（５年間） 

ただし、指定の期間内であっても、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認め

るときは、指定を取り消すことがあります。 

 

６．指定管理料等 

（１）指定管理料の参考基準価格 

市が指定管理業務に要する費用として支払う指定管理料の参考基準価格は、上記に定める

指定期間内の合計金額を70,635,000円（消費税等を含む）とします。参考基準価格は市が指

定管理者に支払う指定管理料の目安ですが、この額を超える収支計画書を提出された場合は

失格となります。 

消費税等については、税率を10％として計算してください。なお、指定期間中に税率の改

定があった場合は、税率改定分の指定管理料の変更を行います。 

（２）指定管理料の額及び支払い方法 

指定管理料の額及び支払い方法は、指定管理者が提出した事業計画書、収支予算書を基に

予算の範囲内で協定書に定めます。 

指定管理料の精算はしないものとします。指定管理料は、指定期間中の最低限必要な施設

及び付帯設備の管理費と、人件費、事務費を措置するものとし、指定管理者の運営に起因す

る不足額が生じた場合は補填しません。 

支払いは、４半期毎の支払いを基本とし、具体的な時期は、市と指定管理者の協議の上、

決定します。 

（３）経理の区分 

指定管理料の対象となる業務、自主事業としての業務及びその他の団体の業務に係る経理

は、それぞれ明確に区分して整理してください。 

 

７．利用料金制並びに収入及び経費に関する事項 
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（１）利用料金制 

センターの利用に係る料金について、利用料金制を採用します。したがって指定管理者は、

センターの利用に係る料金を当該指定管理者の収入として収受することができます。 

（２）収入及び経費に関する事項 

施設の管理運営にかかる費用は、利用料金収入及び市が支払う施設の指定管理料を充てる

ものとします。また、市が支払う指定管理料は、提案を受けた収支計画書から以下のとおり

算出するものとし、申請者が収支計算書等により提案する指定管理料も、同様に計算するも

のとします。 

 

指定管理料＝管理運営経費（自主事業経費は除く）－利用料金収入 

（※利用料金収入は、シャワー基本利用額 年額10,000円とします）  

 

８．提案スペース 

指定管理者は、センター利用者の利便性、満足度をさらに向上させるため、また、地域の産品

を魅力的に紹介するため、センターに設けた提案スペース（位置は施設平面図参照）において、

自主事業として地元産品を使用した飲食サービス事業を実施してください。 

ただし、提案スペースは指定管理者の収益事業スペースであるため、施設使用負担金を市へ納

めるものとします。施設使用負担金の詳細については、仕様書を参照してください。 

 

９．申請資格 

（１）以下の①～⑦に掲げる条件全てに該当しない法人及びその他団体のみが申請できるものと

し、個人での申請はできません。 

① 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当する団体 

② 申請書類提出時において、市から指名停止措置を受けている団体又は市の指名停止措置

要件に該当すると認められる団体 

③ 税（国税及び地方税）を滞納している団体 

④ 会社更生法に基づく更生手続き開始の申立て又は民事再生法に基づく再生手続き開始の

申立てをしている団体 

⑤ 天理市長と天理警察署長で締結した「指定管理者の指定及び審議会等の委員の委嘱に係

る暴力団等の介入の排除に関する合意書」（平成24年３月６日）に規定する欠格事由に該当

する次の団体 

ア 役員等(法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに支店又は営業所の代表者、

その他の団体にあっては法人の役員と同等の責任を有する者をいう。以下同じ。)が暴力

団員等(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号。以下

「暴対法」という。)第２条第６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でな

くなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。)である法人等 

イ 暴力団(暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)又は暴力団員等が
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実質的に関与している法人等 

ウ 役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用している法人等 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している法人等 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している法人等 

カ 暴力団員等又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

者 

 ※この⑤に掲げる欠格事由を確認するため、応募団体（共同事業体の場合は代表団体及

び全ての構成団体）の役員の氏名、ふりがな、住所、生年月日の情報を天理警察署に提

供します。応募団体の全役員は、参加表明書（様式第１号）の提出をもって、この情報

提供に同意したものとみなします。 

⑥ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条又は第８条第１項第１号の規定

に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定された日から２年を経過していな

い団体、またはその代表者 

⑦ 天理市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第８条に規定する団体 

（２）共同事業体での申請 

① 共同事業体を構成して申請する場合は、代表団体及び構成団体を定めてください。代表

団体及び構成団体は、上記（１）の全ての要件を満たす者であることとします。 

② 代表団体及び構成団体は、重ねて単独で、又は他の共同事業体の構成員として同一施設

の指定管理者に申請できません。 

③ 代表団体及び構成団体の変更は原則として認めません。 

 

１０．申請の手続き 

（１）募集の開始と募集要項及び仕様書等の配布 

① 配布期間 令和８年８月３日（月）から令和８年９月15日（火） 

② 配布場所 市のホームページに掲載しますのでダウンロードしてください。 

     （※所管課での用紙配布は行いません。） 

天理市ホームページ  https://www.city.tenri.nara.jp/ 

（２）事前説明会の開催 

申請をする団体は、参加申込のうえ必ず事前説明会へ参加してください。説明会終了後に

希望する団体を対象とした現地説明会を実施します。現地説明会は、施設利用者に支障のな

い範囲での実施となります。なお、現地へは各自お車でお越しください。 

① 開催日時 令和８年８月18日（火） 午後２時から 

② 開催場所 天理市役所地下 B 3 1会議室 

③ 参加人数 各申請団体２名まで 

④ 申込期間 Ｅメールにて下記のメールアドレスへ８月14日（金）の午後５時までに申し 

込んでください。 

https://www.city.tenri.nara.jp/
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      ※送信後は必ず送信された旨の電話連絡をお願いします。 

・事前説明会参加申込メール送付先  shinkoukan@city.tenri.nara.jp 

⑤ 記載事項 申込団体名（共同事業体の場合は代表団体）、担当者氏名、電話番号、 

参加者の所属及び氏名、現地説明会の出欠について 

⑥ その他  募集要項及び仕様書等の資料は配布しませんのでご持参ください。 

（３）質疑の受付 

① 受付期間 令和８年８月18日（火）から令和８年８月24日（月）まで 

② 提出方法 質問書（様式第７号）に記入の上、下記のメールアドレスへ送信してくだ 

さい。 

※送信後は必ず送信された旨の電話連絡をお願いします。 

    ・質問書送付先  shinkoukan@city.tenri.nara.jp 

（４）参加表明書の提出 

申請をする団体は必ず参加表明書を提出してください。なお、共同事業体での申請を予定

する場合は、代表団体が表明することとします。 

① 提出書類 

「別添１ 参加表明書提出書類一覧」に従いご準備ください。 

ア 参加表明書（様式第１号） 

イ 団体概要 

ウ 定款、寄付行為、規約その他これらに関する書類 

エ 登記事項証明書（法人に限る） 

オ 次の税目に係る納税証明書（直近３年度分） 

・法人税         ・消費税及び地方消費税 

・法人都道府県税     ・法人事業税・地方法人特別税 

・法人市町村民税 

カ 団体の役員名簿（様式第３号） 

キ 共同事業体協定書兼委任状（様式第４号） 

② 提出期間 令和８年８月３日（月）から令和８年８月24日（月）まで 

       午前９時から正午まで、午後１時から午後５時まで（土曜日、日曜日及び 

祝日を除く） 

③ 提出方法 環境経済部産業振興課（天理市川原城町605番地 天理市庁舎地下）へ 

提出書類を持参してください。（郵送不可） 

（５）質疑の回答 

① 回答日時 令和８年８月31日（月） 

② 回答方法 前述の天理市ホームページ中の産業振興課のページに掲載します。 

なお、質疑内容が申請者独自の提案に関わると市が判断したものについては、 

当該申請者のみに回答します。また、意見の表明と解されるもの、説明会で

説明済みのもの、質問内容が不明瞭なもの等については回答しないことがあ

ります。 
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（６）申請書類の提出 

「別添２ 指定管理者申請書提出書類一覧」に従い必要部数をご準備ください。 

① 指定管理者指定申請書（様式第２号） 

② 財務の状況及び事業の内容を明らかにすることのできる書類（直近３年度分） 

③ 事業計画書（様式第５号） 

④ 施設管理に関する業務の収支予算書（様式第６号） 

（７）申請の受付期間 

令和８年９月１日（火）から令和８年９月15日（火）まで 

午前９時から正午まで、午後１時から午後５時まで（土曜日、日曜日を除く。） 

（８）申請の受付場所 

環境経済部産業振興課（天理市川原城町605番地 天理市庁舎地下）へ提出書類を持参して

ください。（郵送不可） 

（９）申請に当たっての注意事項 

① 申請の際に要する費用は申請者の負担とします。 

② 申請は１団体につき１件とします。 

③ 申請の受付期間の終了後、申請の際に提出した書類の変更は、軽微な誤りの修正を除き、

認められません。 

④ 審査のため、追加で書類の提出をお願いする場合があります。 

⑤ 天理市指定管理者指定申請書（天理市トレイルセンター）の提出をもって、募集要項及

び仕様書の記載内容を承諾したものとみなします。 

⑥ 申請の際に提出した書類は天理市情報公開条例に基づく情報公開の対象になります。ま

た、提出された書類につきましては返却いたしません。 

⑦ 申請後において、申請資格が喪失する事由が生じた場合及び申請団体の都合により申請

を取り消す場合は、申請団体は直ちにその旨を書面で届出してください。 

⑧ 申請書類に虚偽があった場合や申請団体が選定に対する不当な要求をした場合は、失格

とします。 

 

１１．選定の方法及び基準 

（１）選定の方法 

指定候補者の選定は、選定委員会による選定結果に基づいて市長が行います。本市の「公

の施設に係る指定管理者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）は、次に掲げる基準に

照らして書類審査及び面接審査を行い、指定候補者を選定するとともに次点者の選定を行い

ます。 

また、４団体以上の申請があった場合は、各申請者より提出された書類について選定委員

会が書類審査を行い、３団体に絞った上で選定委員会が面接審査を行います。１団体のみの

申請の場合においても、選定委員会を開催し、選定を実施します。なお、選定委員会の会議

は、非公開とします。 
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（２）選定基準 

① 事業計画書が、住民の平等な利用を確保することができるものであること。 

② 事業計画書が、センターの効用を最大限に発揮させるとともに、管理業務に係る経費の

削減が図られるものであること。 

③ 事業計画書に沿った管理を安定して行うことができるための物的能力及び人的能力を有

していること。なお、選考基準や評価項目、配点については、別紙「天理市トレイルセン

ター指定管理者審査基準」をご参照下さい。 

（３）選定結果の通知及び公表 

書面にて申請者に郵送で通知します。 

① 書類審査の結果通知（申請者が４団体以上の場合） 

通知日 令和８年10月上旬予定 

※面接審査を実施することとなった申請者には、選定委員会開催通知も同封します。 

② 面接審査の結果通知 

通知日 令和８年10月下旬予定 

指定候補者の選定結果等については、天理市ホームページにて公表します。 

※公表する内容は、指定候補者の名称、代表者名、主たる事務所の所在地、集計表、指

定候補者の事業計画書です。 

 

１２．指定及び協定に関する事項 

（１）仮協定書の締結 

選定後、当該指定管理者の候補者は市長とセンターの管理に関する仮協定を締結します。 

（２）指定管理者の指定 

指定管理者の候補者を、市議会の議決を経て指定管理者に指定します。ただし、市議会の

議決を得られなかった場合は指定しません。 

（３）協定の締結 

指定後、管理を開始するまでに市長と指定管理者は、センターの管理に関する協定を締結

します。なお、本協定書は別に作成せず、議決後、仮協定書を本協定書に読み替えます。 

協定の主な内容は、次のとおりです。 

① 指定期間に関する事項 

② 業務の範囲 

③ 個人情報の保護に関する事項 

④ 業務計画に関する事項 

⑤ 事業報告に関する事項 

⑥ 原状回復義務 

⑦ 指定の取り消しに関する事項 

⑧ 指定管理料の返還等 

⑨ 権利・義務の譲渡の禁止 

⑩ 指定管理者の損害賠償義務 
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（４）指定後の留意事項 

市議会の議決が得られなかったことにより指定しなかった場合及び、指定後であっても管

理を行わせることが適当でないと認められる事由が判明したこと等により指定を取り消した

場合、事業実施の準備のために支出した費用等については、補償はしません。 

 

１３．公募及び選定スケジュール 

申請から選定までのスケジュールは次のとおり予定しています。 

なお、申請状況や、選定委員会における審査状況等により変更となる場合がありますので、そ

の場合は別途お知らせします。 

 

募集要項の配布期間 令和８年８月３日～９月15日 

事前説明会 
令和８年８月18日午後２時 

（参加の申込は、８月14日まで） 

参加表明書の提出期間 令和８年８月３日～８月24日 

質疑の受付期間 令和８年８月18日～８月24日 

申請書受付期間 令和８年９月１日～９月15日 

選定委員会（書類審査） 

（申請者が４団体以上の場合に実施） 
令和８年９月下旬予定 

書類審査の結果通知 令和８年10月上旬予定 

選定委員会（面接審査） 令和８年10月中旬予定（※） 

面接審査の結果通知 令和８年10月下旬予定 

指定候補者の決定・公表 令和８年11月上旬予定 

指定管理者の指定の議決 令和８年12月下旬予定 

指定管理の協定締結 令和８年12月下旬予定 

指定管理開始 令和９年４月１日 

  （※）選定委員会（面接審査）の日程は後日連絡いたします。 

 

１４．業務の継続が困難になった場合における措置 

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難となった場合には、市は指定

の取消しを行うことができるものとします。その場合、市に生じた損害は指定管理者が賠償

するものとします。また、指定管理者に損害が生じても市はその賠償の責めを負いません。

さらに、次期指定管理者が円滑にセンターの管理運営ができるように、引継ぎを行うものと

します。 

（２）不可抗力等による場合 

不可抗力が発生した場合、指定管理者は、不可抗力の影響を早期に除去するよう適切に措

置しなければなりませんが、不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰すべきことができ

ない事由により業務の継続が困難となった場合には、業務継続の可否について、市と協議で
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きるものとします。 

なお、市長が定める期間内に協議が整わない場合は、市は指定管理者との協定を解除でき

るものとします。また、指定管理者は、市又は次期指定管理者が円滑かつ支障なく管理運営

業務を遂行できるように引継ぎを行うものとします。 

 

１５．管理業務の水準が低下した場合の措置 

市は、定期的に実地調査を行い、指定管理者の業務が仕様書に規定した内容や水準を満たして

いないと判断した場合は、是正や改善等必要な指示を行い、指示に従わないときその他管理を継

続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の

停止を命ずることがあります。 

 

１６．リスク分担に対する方針 

協定締結に当たり、市が想定する主なリスク分担の方針は以下のとおりです。これらは、帰責

事由の所在が不明確になりやすい主なリスクについて、その方針を示したものです。下記事項以

外に疑義が生じた場合は、双方の協議によるものとします。 

 

種類 リスクの内容 
負担者 

市 指定管理者 

物価変動 人件費、消耗品費等物価変動に伴う経費の増加  ○ 

住民及び利用者

への対応 

指定管理者の管理業務又は自主事業に対する住民及び

施設利用者からの苦情、反対、訴訟、要望への対応及

び施設内における利用者間のトラブルへの対応 

 

 

○ 

上記以外の住民及び施設利用者からの苦情及び利用者

間のトラブルへの対処 
○ 

 

法令等の変更 施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 協議による 

不可抗力 天災、感染症の拡大、暴動等による履行不能 ※１ 協議による 

需要変動 当初の需要見込みと異なる状況  ○ 

運営費の膨張 市の責めに帰すべき事由以外による運営費の膨張  ○ 

情報管理 指定管理者の責めによる個人情報の外部流失  ○ 

市の責めによる個人情報の外部流失 ○  

施設の停止・休

館 

施設、機器の不備または火災等の事故による臨時休館

等に伴う運営リスク 
協議による 

管理上の瑕疵による臨時休館等に伴う運営リスク  ○ 

施設及び設備、

備品の損傷 

 

指定管理者の責によるもの又は指定管理者が持ち込ん

だ設備、備品 

 

○ 

第三者等への賠

償 

指定管理者の責によるもの  ○ 

上記以外 ○  
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※１ ① 建物・設備が復旧困難な被害を受けた場合、業務の全部の停止を命じます。 

   ② 復旧可能な場合、その復旧に要する経費は指定管理者と協議するものとします。 

   ③ 災害、感染症の拡大防止その他市長が必要と認める場合は、その対応のために業務の一

部または全部の停止を命じることがあります。 

   ④ 市は、指定管理者に対する休業補償は行いません。 

 

１７．経費に関する事項 

（１）指定管理料に含まれる経費 

指定管理者が行わなければならない維持管理、運営業務に伴う下記費用のほか一切の費用

が含まれます。 

① 人件費 

② 維持費（光熱水費・通信運搬費・機器警備費・施設及び設備保守点検委託料・保険料等） 

③ 事務費（消耗品費等） 

（２）経費の負担区分 

施設等の維持管理に関する経費（修繕費）は、次の表に掲げるところにより市又は指定管

理者が負担するものとします。詳細についての取り扱いがある場合は仕様書に定めるものと

します。 

 

項     目 内    容 市 指定管理者 

施設の増改築、設備の更新  ○  

施設、設備、備品等の修理・

修繕 

１件５０万円以上 ○  

１件５０万円未満 ※  ○ 

指定管理者は、上記表に関わらず、利用者の安全を第一に優先し、短期的なコスト削減の結

果、利用者に及ぼすような事故が生じないように小規模修繕を遂行するものとします。 

  ※建物本体（壁、柱、床、はり、屋根で構造上重要な構造物）及び設備、備品の修理・修繕に

当たっては緊急に実施すべき特段の事情がある場合を除き、事前に市と協議をするものとし

ます。 

 

１８．その他 

（１）業務の引継ぎ 

指定管理者は、協定発効までの間、指定管理に係る必要書類の作成、各種印刷物の作成、

業務の引継ぎ、研修等を行うものとします。また、指定の終了に際しては、市又は次期指定

管理者に対し、円滑に業務の引継ぎを行うものとします。 

 （２）提案スペースの改修工事について 

    指定管理者が事業を行う提案スペースの改修工事については、指定期間が開始した後から

の施工開始となります。また、施設負担金については原則指定期間中の全ての期間で発生し

ます。 

（３）原状回復義務 
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指定管理者は、指定期間が終了したときは、原則として、その管理しないこととなったセ

ンターの当該施設を速やかに原状に回復しなければなりません。 

（４）個人情報の取扱い 

指定管理者は、個人情報の保護に関する法律及び天理市個人情報の保護に関する法律施行

条例を遵守し、個人情報が適切に保護されるよう必要な措置を講じなければなりません。 

（５）事業報告書等について 

指定管理者は、事業報告書等の提出に加え、指定管理実施状況を評価するためのセルフモ

ニタリングを実施するものとします。これは、指定管理者が自ら協定書、仕様書等に沿った

適正な管理運営を行っているか等について事業報告の一環として提出するもので、また、サ

ービス内容等について利用者の声を聞くため、適宜アンケート調査等を実施し、その分析結

果の提出等をするものとします。 

 （６）環境対策 

市の環境施策を尊重し、省エネルギー、省資源の推進など積極的な取組を行い、環境施策

の調査に協力するものとします。 

（７）その他業務の実施条件 

その他業務の実施条件、業務の実施、緊急時の対応、指定又は指定の取り消し等に係る具

体的な取り扱いや細目的な取り決めについては、協定で定めるものとします。 

 

１９．申請書類の提出及び問い合わせ先 

（１）環境経済部 産業振興課 商工観光係 

① 場 所   〒632-8555 天理市川原城町605番地 天理市役所 

② 電 話   0743-63-1001 

③ Ｅメール : shinkoukan@city.tenri.nara.jp 

 

○関係法令等 

・地方自治法 

・地方自治法施行令 

  ・天理市トレイルセンター条例 

  ・天理市トレイルセンター条例施行規則 

・天理市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

・天理市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

・天理市情報公開条例 

・個人情報の保護に関する法律 

・天理市個人情報の保護に関する法律施行条例 

・労働基準法、その他労働関係法令 

・消防法、電気事業法、その他設備維持、設備保守点検に関する法令 

・食品衛生法、その他物販に関する法令 

・天理市地域防災計画 
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・その他関係法令 


